第５回福山市上下水道事業経営審議会議事録
１　日　　時　　２０１６年（平成２８年）７月２５日（月）
　　　　　　　　午前９時から１２時２０分まで
２　場　　所　　中津原浄水場　水質管理センター２階会議室
３　出席委員　　９人（委員総数　１０人）
　　　　　　　　小川委員，小田委員（副会長），客本委員，日下委員，小林委員
　　　　　　　　武井委員，堤　委員（会長），橋本委員，平田委員　
　　　　　　　　（※名前は五十音順）
　　欠席委員　　河野委員
４　傍聴人　　１人
５　次　　第
　（１）開会

　（２）議事
【第３回福山市上下水道事業経営審議会において整理された論点】
　　　ア　上下水道事業の中長期的なビジョン（経営戦略）策定について
　　　イ　上下水道施設の設備投資（更新・耐震化）について
　　　ウ　下水道整備のあり方について
　　　エ　広報広聴のあり方について

　　　オ　官民連携，広域化について

　　　カ　工業用水道事業会計の資金の活用について

　　　キ　水道料金，下水道使用料のあり方について

　（３）閉会
６　配布資料
　　・第５回福山市上下水道事業経営審議会次第
　　・福山市上下水道事業経営審議会委員及び上下水道局職員出席者名簿
　　・配席図
　　・上下水道施設の耐震化と熊本地震等の状況について
　　・福山市上下水道事業経営審議会（第５回）パワーポイント写し

　　・福山市上下水道事業中長期ビジョン（経営戦略）【素案】
　　・水道料金，下水道使用料のあり方について
７　議事録
議事に入る前に，石井耕二委員から辞任の申し出があり，後任として新たに福山商工会議所専務理事に就任された小川智弘氏を委員に選任したことを報告した。
（１）上下水道施設の耐震化と熊本地震等の状況について
前回の審議会において質問があった「上下水道施設の耐震化と熊本地震等の状　況について」事務局から説明した。
その後，次の内容の質疑が行われた。
委　員　　　耐震化率の目標値が配水池，浄水場，基幹管路によって異なっているが，それらの連動性，整合性はどうなのか。例えばこの施設が80％，ところが他の施設が60％，その整合性は図られているのか。
事務局　　　配水池，浄水場，基幹管路の耐震化率の整合性ということだが，本来はつながっている施設を同時に耐震化していくことが，安心・安全を確保できる一番の要因であると思っている。
しかし，限られた財源等であるため，施設については重要度，市民への影響度を十分に考慮していかないといけない。その中で，優先順位を定めて財源も考慮しながら，うまく連動するように行っている。ただ，浄水場については，耐震化率の考え方が複雑であり，浄水場の一部を耐震化しただけでは，耐震化率に反映されない。例えば，千田浄水場は耐震化された施設だが，中津原の芦田川取水場で取水し，中津原浄水場からポンプで送水している。本来，千田浄水場は耐震化されているが，耐震化率はこの前までは０％であった。これを計画的に上流部分から堰堤，取水口，沈砂池を耐震化することによって千田については100％耐震化されたことになっている。
ただし，中津原浄水場は浄水場までは耐震化されているが，中の施設が耐震化になっていないということで，耐震化率にカウントされない。その辺も含めて耐震化を進めている。

委　員　　　浄水場の耐震化率が42％で配水池が60％になるということだが，水量から見るとどうかという心配がある。そこは中津原の方が水量的にカウントされるのであれば，配水池がこれだけ耐震化されていても水量的にも何とかなればよいが，どうなのか。

事務局　　　2014年度（平成26年度）末，浄水場の耐震化率が24％で，どれだけの水がつくれるかということを表で示している。計画値で2021年度（平成33年度）末，耐震化された出原と千田浄水場は，85,200㎥の水をつくれる計画であるが，現在でも85,200㎥つくれるだけの施設はある。浄水場は，出原浄水場の更新が完了したため，現在44％の耐震化率となる。

配水池の容量については，2014年度（平成26年度）末で63,000㎥になっている。今後2021年度（平成33年度）末には，約10万㎥の容量を計画しているが，震災があった時，実際に水を貯めることができるのは緊急遮断弁が設置してある配水池であり，85,200㎥の浄水能力に対し，地震があった時には約4万㎥の水を確保できることになる。
委　員　　　配水池自体が全体で137の配水池がある。ここで挙がっている2021年度（平成33年度）に耐震化できる配水池が22か所となっているが，その差は何か。

事務局　　　ここには基幹的な配水池を挙げている。137の配水池があるが，小さいものが多くあり，これらの小さい配水池はこの計画内では優先度が低い施設と位置付けている。
委　員　　　浄水場，配水池，基幹管路については分かったが，応援協定は具体的にどのようなものがあるのか。
事務局　　　水道事業においては，応援協定を結んでいると説明した。

これについては，災害が起きた時に給水車での給水支援や，漏水修理などを，近隣の事業体や日本水道協会，これは県支部，中国四国地方支部，全国とあり，全国ネットの応援協定がなされている。
これとは別に近隣の市町と応援協定を結んでいる。
委　員　　　応援協定については，一時的なものになるかと思うが，ぜひ検討して頂きたい。耐震化には多額の費用が必要となるので，広島県が全県的に大きい水道管を布設するとか，県境を越えて広域的，恒久的に施設を活用できれば，地方全体の震災に対する取組が発揮でき，費用負担も減るのではないかと思う。
事務局　　　県内あるいは県境を越えた事業体との連携によって，安心，安全を確保するということについてである。
これについては，現有の施設能力が過大になり過ぎている。高度成長期で水需要が増大していた時に比べると今はかなり使用量が落ちている。稼働率も7割を切っている状況であり，今後の事業経営にとってかなり負担になると考えている。
県や近隣の事業体との広域的な連携については，何らかの形で連携していかなければいけないと思っている。このことによって全ての事業体がコスト，人的な部分など，色々な部分でメリットが出るようにしないといけない。委員が言われた部分がすぐできるかどうかは，コスト比較し全体を見る中で，他の事業体と連携し検討していかなければいけないと思っており，今後の課題であると認識している。
会　長　　　配水池と浄水場が切り離された形での耐震化ということだが，配水池について地震が発生した後すぐのとき，どれくらい水を貯められるかということが一つのポイントとなっていて，これは浄水場とは切り離した形で考えられているということである。
それが，先程説明があった1日3リットルで3日間，その後1日20リットルで1週間分を確保する。その間にどれだけ浄水場が復旧できるかということについて，少し連動していない所があるのではないかということである。
事務局　　　すべてが連動しているわけではないと思っている。
耐震化は，どれだけの水を確保しておくかが大きな部分であるが，熊本地震でもあったように耐震化率を上げることによって被害が軽減される。復旧も早くできるということもあるため，うまく連動させていくのがベストであると思うが，そこは計画的に耐震化を進めていく考えである。
会　長　　　そこのところは，浄水場，配水池，基幹管路すべてが絡んでくるので，全部をつなげて耐震化するというのは，財政との関わりもあり難しいところであると思う。そこを補完するため，平田委員が言われたように，他の県，被害が少ない他の事業体と災害応援協定を結んでいくことも必要であると思う。熊本地震を受けて，限られた予算でやっていく必要があるので，そこは考えて頂きたいと思う。
委　員　　　復旧のところで福山市の場合，熊本市といわき市の間で推定していると言われたと思うが，熊本市が9日でいわき市が40日と開きが大きい。市民の生活感覚からすると，1か月我慢するのと，1週間我慢するのとは気持ち的に非常に違ってくる。これはあまりにもざっくりしていると思う。
事務局　　　イメージ的につかんでもらうということで，熊本市といわき市の間と言わせてもらった。実際には，本市の水道施設地震対策基本計画では，1か月を目途に復旧する計画としている。
　（２）福山市上下水道事業中長期ビジョン（経営戦略）【素案】について
　　　　引き続いて，第４回審議会において委員から出された意見を反映した「福山市上下水道事業中長期ビジョン（経営戦略）【素案】」を提示し，説明した。
その後，次の内容の質疑が行われた。
委　員　　　経営戦略というのは，国が示したものに沿って作ると思うが，国が示した内容の中の検討項目としてこれだけは必ずいれるという項目はあるのか。
例えば，小組織化とか，民間委託とか，そういった内容はあるのか。
事務局　　　特に留意すべき事項の中に，委員が言われた民間委託などがある。投資と財源が均衡するというのが前提のため，料金，使用料の見通し，施設の老朽度，施設の余裕があり過ぎているということで，この辺をどう更新時にダウンサイジングを行っていくのかという視点を入れていく必要がある。それから，組織・定員管理・給与の適正化，企業債の状況，一般会計からの繰入金，国庫補助金などを入れるように示されている。漏れのないようにしている。

委　員　　　市民に対してはどういう風に示すのか。例えば，前期・後期の実施計画というのがあるが，途中の段階でもよいので，進捗の度合いを市民に知らせる考えはあるのか。
事務局　　　この10年間のビジョンについては，この審議会の中で皆さん市民の方の意見を頂く，また，有識者の方の意見を頂くというのが一つである。再度10月にブラッシュアップした内容を審議会で見てもらい，その後議会へ提示し，12月ごろパブリックコメントを実施する。修正があれば修正して，再度市民の代表である議会へ出していこうと思っている。
今後，市民にいかにわかりやすく説明していくのかということを課題として頂いているため，出前講座など様々な機会を活用してわかりやすく説明していきたい。５年毎の実施計画についても，市民周知，市民に理解してもらう取組を行っていきたい。

委　員　　　一般の市民が理解するためには，途中での進捗管理において，数値目標などがあればわかりやすいのではないかと思う。
事務局　　　このビジョンの中にも，10年間の目標値というものを掲げようと思っている。中身については今整理している段階であるため，すぐに示すことはできないが，経費回収率，耐震化率，企業債の状況がどうなのかなど，わかりやすい指標を示して，達成度がどうなのかということを市民にわかりやすく説明していきたい。

委　員　　　その場合に，経営指標で普通会計の場合には，類似団体の指標というものがある。水道や下水は，給水人口規模であるとかという特別のようなものがあると思うが，そこで類型化し経営比較したものがあって，全国的にはどうなのかということがわかるような，そういった都市比較したものがあるのか。
事務局　　　水道，下水についても総務省から言われているが，2014年度（平成26年度）決算から類似団体も含めた比較ができるような経営指標がある。水道が11項目，下水が11項目を掲げた経営比較分析表を総務省も県も公表しているし，我々事業体も公表している。公表する部分については，類似団体との比較もできるようになっている。これも活用しながら市民の皆様へ示していきたいと考えている。
委　員　　　水道事業については，2009年度（平成21年度）に「福山市水道事業中長期ビジョン」や下水道については2013年度（平成25年度）に「福山市公共下水道事業経営計画」を策定されているが，この計画との整合性や継続性，実行しての総括とかを考慮されているのか。フィードバックの部分はどのようにしているのか。
事務局　　　「福山市水道事業中長期ビジョン」については10年間のビジョンを策定して，5年ごとの実施計画を作っている。毎年検証して，前期が終わった段階で，検証内容についてホームページ等で公表している。現段階では後期の実施計画を計画的に進めているところである。
また，「福山市公共下水道事業経営計画」については，5年間の経営計画ということで，毎年検証する中で，局内の職員にフィードバックして，今後どのように事業を進めていくのかということも取り組んでいる。併せて，市議会等の意見も踏まえた中で，これらの２つの計画の検証やフィードバックもやっているところである。
ここへ継承と書いてあるが，今までのビジョンや経営戦略が全て駄目だというのではなく，これらの良い所は継承して取り入れていきたいと考えている。また，「第五次福山市総合計画」，「福山市行政運営方針」「都市マスタープラン」や国の「新水道ビジョン」，「新下水道ビジョン」，総務省が要請している内容等々を全て勘案する中で，新たに中長期的なビジョン・戦略を作成していくという流れである。

委　員　　　今後事業を行っていく上で，財政が厳しい状況の中で，優先順位をつけて行っていくということを言われていた。優先順位づけの根拠やダウンサイジングなどの具体的なことをビジョンの中へ書き込むようになるか。
併せて福山市の方向性の中で，「福山市都市マスタープラン」と書いてあるが，現在，「都市再生協議会」というのが始まっている。これは「立地適正化計画」ということの中で，コンパクトシティー的な考え方を踏まえて市内の様々な事業を進めていくということだろうと思う。上下水道事業の整備に当たっても，「立地適正化計画」との整合性を当然図っていくべきだと思うが，その辺の考えについて教えてもらいたい。

事務局　　　優先順位については，水道・工水・下水それぞれで計画がある。その中で例えば水道であれば，基幹管路から優先的にやっていく。優先的にやっていく基幹管路についても，その中でもより厳選する。

配水池についても市民に影響があるような大きな配水池からやっていくというようなことで，その事業あるいは事業の中の施設ごとに，それぞれ計画に基づいた優先順位で事業を推進している。
ダウンサイジングについては，昨年アセットマネジメントを作成している。これも将来的な更新投資の抑制，平準化というような目的がある。現在，施設利用率が非常に低くなっている。また，水需要も減少する中で，施設の更新に当たっては，現在でも口径を１サイズ小さくするなどの取組もしているが，今後は管路や施設の更新の時にもダウンサイジングすることを明確に計画の中へ位置づけていく。

「立地適正化計画」との整合性については，この間から具体的な議論が始まってきていると思う。立地適正化計画では，都市機能誘導区域，居住誘導区域を示していき，それを住民に理解してもらい，そこへどんどん人を集めていこうというイメージと思うが，その部分については，我々水道，工業用水道，下水道のライフラインを持っているものとしては，そういう中身もよく精査しないといけない。例えば下水にしても，今どんどん周辺部へ整備がいっているが，立地適正化計画と逆になってくるため，今後の周辺部等の人口の減少率などを十分踏まえた上で事業をしていかないといけない。事業はしたが，人はいなくなったという状況は作れないため，御指摘の部分は十分踏まえた上で事業は行っていこうと思う。
委　員　　　中長期ビジョンについて，基本的に経営は福山市の上下水道局ということで，公的な自治体が経営するとなっている。国の上下水道事業の方向性の中に，民間の資金・ノウハウの活用とあるが，事業経営自体を民間へ委託するとも読むこともできる。国の施策との整合性ということで，市の中長期ビジョンへ反映されるとすると，また違った形になると思うが，国の動きや自治体の動きを教えていただきたい。

事務局　　　民間の資金・ノウハウの活用ということだが，まず民間資金というのは，自治体でも施設を更新するに当たって一度にお金が確保できない，また，国の補助が全てもらえないということもある。これについてはＰＦＩ法というのがあり，どんどん民間資金を活用するようにとの動きがある。水道にしても下水にしても大きな施設を建てるときには，ＰＦＩ法に則った施設整備をやっている。それが民間資金も活用するということである。ただ，その対価は民間へ支払うことになる。一度に資金が必要ならそれを活用するということである。これは，国は活用しているし，他の水道事業体，下水，工業用水も使っているが，福山市は全てやっていない。
ノウハウについては，福山市に行政運営方針というのがある。この中に多様な主体との連携ということで，産・学・金・官・民・労，全てと連携するということである。
委員が言われた民営化というのは，水道においても下水においても全国的にはどこも行っていない。ただ，大阪市が民営化を検討されている。
多様な主体との連携の中で民間への委託の考え方は，あくまでも行政責任を確保する中で，公と民との役割を明確にした上で市民へのサービスが落ちないような状況であれば，民間への委託を推進するという考え方である。それと同じような考え方を国も持っている。
福山市も2015年度（平成27年度）から窓口・収納業務などを包括委託し，修繕業務も委託範囲の拡大を行っている。また，来年度から浄水場の業務の一部を民間へ委託して，より効率的な事業経営を行うことで市民サービスを向上していく取組を行っていくことにしている。民営化をするというスタンスではない。表現については，国の言葉をそのまま書いているため，そこは検討したいと思う。
会　長　　　住民の方から見て，100ページ近い，文字も結構多い。丁寧に説明を入れているので，ボリュームが多くなっていると思う。私から見ると結構丁寧に書いているので良いと思うが，住民の皆さんが全部目を通して読んで頂くとなると，何か工夫がいると思う。それと第5章が全体の半分を占めている。本当に丁寧に説明したいということだと思うが，50ページ近くあるので，別冊にするとか，色んな工夫をしてもらいたい。

委　員　　　ボリュームがあるため説明会などのときに概要のようなものがあれば，もっとわかりやすいのではないかと思う。また，どのページも表題が左右同じなので，ページの上に何か工夫してほしい。
その方が分かりやすいと思う。
事務局　　　概要版の作成については十分検討する。皆さんからボリュームが多いと言われているが，あえて今回我々が水道・工水・下水の３事業を合わせたものを作成しているということもある。他の事業体は水道事業だけで100ページで資料も含めれば200，300ページ近くのものを作っているところもある。
３事業をわかりやすく市民やユーザーへ伝えなければいけないため，そこは概要版等の作成によって，補完できる部分があれば補完していきたいと思う。
委　員　　　概要版を作るにしても文字量が多くなると思う。例えば，パブリックコメントを行うとき，ネット上で見ることを想定したとき，色々なやり取りを動画にアップして説明すれば，少しは入りやすくなるのではないかと思う。動画も活用したらどうかと思った。
事務局　　　できるかどうかも含めて研究させてください。

委　員　　市民として関心があることの一つとして，料金の値上げのことだと思う。最初からかなりのページ数を割いて，いろいろな現状とこれからのビジョンを書いてある。家計を預かる主婦としては，料金のことが第３章に書いてあるが，ちょっと難しい言葉などがあり，実際にどのくらい上がるのか，また，料金体系と書いてあっても，主婦にとってはさっぱり分からないので，もう少しわかりやすく，上がってもこれなら納得できる，というようなところを示して頂ければと思う。

事務局　　　料金のところだが，あくまでもここは水道，工水，下水の料金はこういう状況だということについて示している。ここで料金を何パーセント上げるというようなことには，全く触れていない。今後，審議会の論点の中で水道料金，下水道使用料のあり方を議論して頂き，このビジョンの中へ反映していかなければならないと思っているが，この中には料金値上げのことは出ていない。我々としては，44の取組の中の一つとして，料金はこうあるべきである，内部留保資金を確保するべきである，企業債残高を削減するべきである，将来の更新投資を料金の中に入れるべきではないか，というようなことは書いているが，何パーセント上げるというようなことは書いていない。

会　長　　　この後，休憩を挟んで水道料金，下水道使用料について意見をいただきたいと思う。ビジョンの中には，そんなに具体的な話ではなくて，料金・使用料の方向性について，委員の意見を踏まえてビジョンへ入れていくということだと思う。

委　員　　　言葉も難しい。料金体系にしても専門的で分かりにくいと思う。

会　長　　　住民の方に理解してもらうよう，表現を工夫することや説明を付けるなど努力して頂きたい。

委　員　　　経済界の立場から言うと，工業用水が気になる。受水企業からは，料金を下げてほしいという要望もあると思うが，福山市の工業用水の料金が適正なのかどうか，他の地域の工水の料金はどういう決められ方をされているのか，比較できるものがあればと思う。

自治体によって条件が違うので，当然，料金設定の仕方も違うと思うが，福山によく似ている条件のところなど，他の事業体の料金設定方法や料金比較があれば，後々説明がスムーズにいくのではないかと思う。

事務局　　　企業での比較というのは，あからさまなので，福山市と似通ったところとの料金比較を入れるかどうかも含めて検討していきたい。
このビジョンへ入れるのが良いのか，実施計画に入れるのが良いのか，資料編へ入れるのがよいのか，工水だけでなく水道，工水，下水合わせたものを整理していかないといけないと思っている。

会　長　　　こういうビジョンは住民の方へ理解して頂くのが重要であると思う。水道事業や下水道事業のあり方というものを住民の方と一緒になって考えるぐらいでないといけないと思うので，そういう意味で見せ方を検討して頂ければと思う。
次回は最終版を提示することになる。８月末までに意見や指摘を事務局へ言って頂きたい。
休憩　　10：55

再開　　11：05
（３）水道料金・下水道使用料のあり方について
　　　　引き続いて，水道料金・下水道使用料の現状・課題などについて説明した。

その後，次の内容の質疑が行われた。
委　員　　　下水道事業一般会計からの繰入金が，2016年度（平成28年度）52億円から2017年度（平成29年度）47億円に下がる理由は何か。
事務局　　　事業費や元利償還金が年々減少している。繰入金の中には汚水分と雨水分があるが，雨水については全部が一般会計繰入金になっており，その部分が減少要因となっている。
また，新浜浄化センターの廃止に伴って撤去費用を2016年度（平　成28年度）に約5億円を見込んでいた。その6割が雨水分のため，翌年にはその分が減少しているということである。

委　員　　　資金残高がマイナスになって，引き続き事業をしようとした場合，どういう手立てを取ることになるのか。

事務局　　　資金残高がマイナスになれば，目的外の企業債の借入になってくる。市の連結決算の中で，企業会計に資金不足が生じてしまうと，この事業体は経営が悪いので借金はさせないとか，保育料や色々な使用料を上げていかなくてはいけなくなる。例えば，夕張市がそういう状況になっている。借金もなかなかできないような状況になるし，当然，事業もできなくなる。
そういう中での手立てとしては，借り入れを増やすか，税金を投入するか，料金を値上げするという方法しかないということになる。
目的外の借金をすると，市全体で色々な制約が出てくると思う。
委　員　　　水道で資金残高の望ましい額はどの程度なのか。

事務局　　　下水道事業では示されているが，2か月で3,000円の使用料収入があることを前提に地方財政計画を見込んで，交付税の算入や交付税率をどうするかということを掲げている。
水道事業については，独立採算のため示されたものがないと思う。水源によって水道事業はかなり費用が変わってくるため，本市のように三川ダム，八田原ダムをつくるところもあれば，熊本市のように地下水で費用があまりかからないというようなところもあり，一概には言えない。
他都市との比較で2014年度（平成26年度）であるが，福山市は料金収入の5.1月分，倉敷市が8.5月分，下関市が8月分，松山市が20月分となっている。どの額が適正かどうかの判断は難しいので，民間企業の場合はどうなのかを教えて頂ければと思う。

委　員　　　民間企業は余裕があるところは内部留保を持ち，急に何かあっても1年間分の従業員の給料を支払う額を持っている。余裕がないところは，とりあえず1，2か月分の支払い分を確保するというところもある。
資金に余裕があれば施設の更新に使用していかないといけないのでそんなに余裕はもてない。最低限1年分の人件費と，これまでの事例から見込んだ修繕費を持つということになるのかと思うが，公営企業の特性として，あまり持っていると更新費用に充てないといけないし，どれくらいかというと難しいと思う。

会　長　　少なくても赤字になってからでは事業経営上遅いことははっきりしている。2018年度（平成30年度）は，資金がマイナスになる見込みだが，事業は続けないといけない。一般会計からの繰入はできないので，使った人に支払っていただくという公営企業としての前提もある。
事務局　　　課題解決のために何をしないといけないのか。現行料金を維持する，又は値下げをした場合どうしたら資金を確保できるかというと，設備投資をしない，維持管理をしないことしか考えられない。そうするとライフラインである水道事業の持続可能性が確保できないということになる。論点である設備投資のあり方や今後の更新投資をどうするか。その財源である料金収入をどうするのかという視点で議論して頂きたい。

続いて，事務局から水道料金体系について説明した。

その後，次の内容の質疑が行われた。
会　長　　　今後，水道事業を運営していく上でどれくらいの費用が必要になってくるのか。それに伴う料金収入がどう予測されているのか。それを踏まえて内部留保がなくなるような状況になると，水道料金を見直していく，併せて料金体系も見直していくという考え方が出てくるということである。
その前提となる今後の施設の更新・耐震化の進め方について，更新投資を落としてでも料金を上げてほしくないという議論なのか。そうではなくて更新・耐震化を進めないといけないので，少しは料金を検討する方向で考えていくという議論があると思う。方向性は，答申の中へ入れていかないといけないと思う。

委　員　　　水道も下水道も使用量が減る中で更新・耐震化への投資がどんどん増えてくる。これは，全国的にも同じような状況だと思う。だから国が経営戦略の策定を義務付けているのだと思う。経営戦略は収入と支出を均衡にするということであるが，均衡を図るのは，なかなか容易ではないと思う。
高料金対策や建設改良に対するものについては，国もそれなりの支援があるのではないかと思う。どの地方公営企業も困っている中で後は地方の責任ということにはならないと思う。
地方交付税などの情報を得て，財政措置などの制度があれば，水道料金や下水道使用料に反映することになるので，そういう情報があれば提供してもらいたい。
会　長　　国の補助制度をさがして，対応できるものがあれば少し変わってくるのではないかということである。料金，使用料についてはもう１回議論していただく場があるので，補助制度や財政支援等について調べて，今後に反映できるものがあるのかどうかも含めて検討してほしい。
委　員　　　過去，地方病院の計画策定時，国が地方に任せるばかりでは実効が上がらないということで，何らかの財政支援があったと思う。
我々としてはあらゆるものを駆使しながら，できることはやって，それでも収支が赤字ということになれば，料金改定ということになってくると思う。今のままでは即料金改定という議論にはならないため，その前の段階でできるものがあれば精査してもらいたい。
事務局　　　詳細については，水道，下水道の補助制度，交付税，繰出基準を次回に説明するが，それらは財政見通しへ全て網羅している。貰えるのに貰わないで使用者に負担していくという考えは持っていない。その辺は国の動きにも注視しており，市の財政課とも連携する中で，繰入できるものはしてもらうよう協議している。

会　長　　　やれることは全部やった上での水道料金，下水道使用料というのが大前提である。また，何かプラスアルファがあったら次回に説明するようお願いする。
委　員　　　用途別料金体系から口径別料金体系へという説明があったが，私達からすれば福山市が口径別料金体系を導入したら財政見通しにおいてどれくらい収入があって，どうなるのか。また，どれくらいメリットがあるのかさっぱり分からない。負担も含めて全体像を示して頂ければと思う。
事務局　　　用途別料金体系から口径別料金体系へ変更したら，個々の負担は変わる可能性があるが，料金収入全体でみると変わらない。料金は「能率的な経営の下における適正な原価」が基本となるので総額は変わらない。他都市を参考として試算は可能だと思うが，それが福山市にとって負担の公平性を確保した料金体系かということまでは試算できない。
会　長　　　次回，料金体系について説明してもらう。
具体については，今後ビジョンと答申とは別のもので整理することになる。方向性を出すにしても「見直しを検討する」，「料金を見直していく」，「併せて料金体系も含めて見直していく」とかという表現の仕方をどういうふうにするかというところがあるため，分かりやすく説明できるものがあれば次回説明してほしい。
委　員　　　水道は市民のライフラインと表現してあるが，まさに国民のライフラインであり，どこの自治体も同じような課題を抱えているはずだと思う。ナショナルミニマムの範疇に入るわけで，各自治体が国とかへ要望とか国が責任を担うとか，そういう動きはあるのか。
また，備後圏域6市2町が広域での運営が可能なのかどうなのか，その辺はどうなのか。広域によるメリットがどういうものがあるのか，併せてできるかどうなのかを聞きたい。
事務局　　　国等へ対する要望についてであるが，日本水道協会や日本下水道協会を通じて公的資金補償金免除の繰上償還や補助対象の拡大，条件緩和の要望を毎年行っている。補助金については，補助率が，下水が1/2，水道が1/4で，補助金を出して貰うにしても水道は条件が厳しいので，要望は重ねている。
備後圏域6市2町の広域化については，勉強会を進めているところである。結論から言うと広域化での運営は可能だと思う。例えば，施設の統合や最適化を図ることができる。ただ，全ての事業体とできるかというと，それは難しいと思う。神石高原町は19の簡易水道を持っているが，そこへ中津原から水を持っていくということは，ちょっと難しい。事業運営的には，共同での発注とか総務省へ出す決算統計にしても一つの企業にすれば１本で済むということも含めて研究していくことも必要だと思う。
委　員　　　小川委員も言われたが，地方四団体を通じて国へ要望することも検討するべきである。災害という国民的課題の部分について，国は一地方公営企業へ転嫁して後は地方公営企業でやれ，料金の負担でやれ，料金だけに全部転嫁するというのは厳しすぎるという気がする。地方公営企業の中でも行政の方から整備する内容もあると思う。色々工夫してもどうにもならない経費について，特に災害の部分については，一般会計からの繰入もあって良いと思う。それを料金だけに全部転嫁して，経営戦略では収支均衡にするという財政計画を立てることは難しいのではないかと思う。そういう意味であらゆる手法を駆使して，国への要望や一般会計からの繰入等工夫して実効ある経営戦略を立ててもらいたい。
委　員　　　工業用水道事業会計の資金の活用のところで，「地方公営企業法第17条で水道事業，下水道事業，工業用水道事業を一つの事業として経理することができない」となっているが，一方では工業用水道事業の内部留保資金を厳しい経営状況の水道事業・下水道事業へ活用できないかという課題を挙げている。法律ではできないのに，資金を他の会計へ活用できる方策・仕組みのようなものがあるのか。

事務局　　　会計は一緒にできない，どんぶり勘定はできないということ。
会計ごとに内部留保資金（資金残）があるが，一番良い資金運用をすることが求められている。例えば国債で運用するよりは下水道事業へ貸し付けた方が，金利が高いということになれば，工業用水道事業へもメリットがある。一方，下水道事業も借りる方なので，一般市場金利より工業用水道事業から借りた方が安いとなれば，そのような資金融通が考えられるという意味で書いている。現在も一時的な貸付は行っている。それを長期的にもできるかどうかということで，課題として挙げている。
事務局　　　武井委員が言われた試算については，かなり時間がかかる。口径別料金体系にしている他都市を参考にそれに当てはめて試算した資料ぐらいは出せると思う。また，試算しても市民負担がどうなるか，かなり影響があると思う。それを皆様へ提示して議論できる内容となるのかどうかと思う。
今回の審議会は，「上下水道事業の経営のあり方について」というアバウトな中身で，そうは言ってもそれを幅広く議論していくと，方向がどこへ行ってしまうか分からなくなるので，7つの論点を絞っていただいた。その中で，例えば設備投資は今後いくら投資しなさいというような答申にはなってこないと思う。こういう考え方の下，投資しなさいというようなことになると思う。
料金の部分にしても，今後何パーセント改定して，いくらにしなさいという話ではなく，先程会長が言われたが，資金がいくらマイナスになる，これだと値上げしかない，そうしたときに料金体系も見直さなければいけないのか，というような方向性を議論してもらえたらと思う。
続いて「今後の上下水道事業経営審議会の進め方について」資料を配布して説明した。

会　長　　　次回は，ビジョンの最終案を審議いただく。それと「水道料金，下水道使用料のあり方」をもう一度議論して頂く。それを踏まえて答申の原案を作っていきたいと考えている。
その中で部会を設置するという形で進めていくことが良いのではないかということである。
よろしければ，こういう方向で答申の原案を作って，また皆さんに審議いただき，答申書という形にしていくということでよろしいか。

　　　　　　　　　（委員了承）

会　長　　　よろしければ，そういう方向で進めさせていただく。
部会のメンバーについては，会長の私と，副会長，学識経験者ということで，4人で原案を作るということでよろしいか。

　　　　　　　　　（委員了承）

会　長　　　よろしければ，そういう方向で進めさせて頂く。

　　　　　以上で今審議会の議事が終了した。

　　　　　第６回審議会は，１０月に開催することを確認し，第５回福山市上下水道事業経営審議会を閉会した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12時20分閉会）
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